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訳 者 解 題
本稿は, 2012年４月23日 (月) 関西学院大学大学院法学研究科において行わ
れた K D ユーイングロンドン大学キングスカレッジ法学部教授による講演に
基づく原稿に, 読者の便宜のための注記等の必要な加筆, 補正を加えたものを
翻訳したものである (なお, ユーイング教授来日の経緯については, 本誌掲載
の ｢ウェストミンスター・モデルと連立政権｣ を参照されたい)｡
ユーイング教授は, イギリスを代表し, 現在までに第15版を数える憲法教科
書である A W Bradley and K D Ewing, Constitutional and Administrative Law









であるが, その際の要望は, ユーイング教授の近著である, K D Ewing, Bonfire
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(Bonfire of the Liberties) となっているのは, そのためである｡
ユーイング教授は, ｢ここで私は権利章典や人権法といった法的文書が有意






にセンシティブであるとともに, それに対してどのように ｢民主的｣ に対抗す
るかが学問的のみならず実践的にも重要な課題として位置づけられることにな






1998年人権法を制定したニュー・レイバー政権が, とりわけ 9･11 そしてイ
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にご関心の向きは, 本稿のみならず, そのもととなった前掲書註(２)を併せて
お読みいただければ幸いである｡
なお最後に, 本稿は, 科学研究費 (基盤研究 (B)) ｢ポスト・デモクラシー
状況下のウェストミンスター・モデル憲法の理論的・実証的研究｣ (研究代表：
松井幸夫関西学院大学司法研究科教授) による共同研究の成果の一部であるこ




(１) ユーイング学説の意義について考察する近時の業績として参照, 愛敬浩二 ｢政治的憲
法論の歴史的条件｣ 樋口陽一他編 『国家と自由・再論』 (日本評論社, 2012年), 同 『立憲
主義の復権と憲法理論』 (日本評論社, 2012年) 6264頁｡
(２) K D Ewing, Bonfire of Liberties New Labor, Human Rights, and the Rule of Law (Oxford
U.P., 2010) viii.
(３) このようなアプローチは, ユーイング教授の業績に一貫して見られるものである｡
See, K D Ewing and C A Gearty, The Freedom under Thatcher : Civil Liberties in Modern Britain
(Clarendon Press, Oxford, 1990); The Struggle for Civil Liberties, Political Freedom and the Rule
of Law in Britain (Oxford U.P., 2000).
(４) K. D. Ewing, op.cit., n.(2), p. 266.
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Ⅰ は じ め に
連合王国には, 長い政治的自由の伝統がある｡ あるいは, イメージがそのよ

















トニー・ブレア (Tony Blair) によるニュー・レイバー政権は, 1997年に成
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(１) See K D Ewing and C A Gearty, The Struggle for Civil Liberties, Political Freedom and the
Rule of Law in Britain, 19141945 (2000).




内容は, 貴族院改革, スコットランド, ウェールズおよび北アイルランドへの
分権などである｡ しかし, そのプログラムの中心はヨーロッパ人権条約の国内
法化であり, 自由を確立するための手始めとして極めて評判の良いものであっ
た｡ しかしながら, 現代の政治生活にとっての大きな皮肉の一つは, 1998年人
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(３) 非常に優れた解説として, A Mowbray, The European Convention on Human Rights






一部の権利は絶対かつ無条件である (第３条) 一方で, 他の権利については
所定の状況に際して制限が許されており (第５条), さらに, 他に一般的性格
を有する広範な制限や条件が認められる場合がある｡ 例えば, 第10条２項は以
下の通り規定している｡
義務および責任を伴い, 法律で定める手続, 条件, 制限または刑罰であっ










り行うことができるという点で驚くべき手続であった｡ 同裁判所は, 現在, ヨー
ロッパ評議会の全構成国 (47) から各１名の裁判官によって構成され, 事件を
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(４) 手続に関する詳細な解説は Mowbray, ibidを参照のこと｡ 簡潔な解説については, A
W Bradley and K D Ewing, Constitutional and Administrative Law (15th ed, 2011), ch 19を
参照のこと｡
え, 議会制定法に複数の解釈の余地がある場合, 裁判所は条約上の権利に合致
する解釈を選ばなければならない (第３条)｡ 第二に, 同法は個人が国内裁判
所において, 政府部局や地方当局そして警察などの公的機関に対してのみ, 条
約上の権利を実施することを認めている (第６条および７条)｡ 第三に, 同法
は議会制定法が条約上の権利に適合しないことを裁判所が宣言できるものとし












｢テロとの戦い｣ は, 一般的に連合王国に重大な衝撃をもたらした｡ 政府は国
内の安全に関わる問題に必死になったが, これは個人の自由を犠牲にするもの
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(５) Human Rights Act 1998, s 4(6)(a).
(６) See K D Ewing, ‘The Human Rights Act and Parliamentary Democracy’ (1999) 62 MLR
79.
(７) Anti-terrorism, Crime and Security Act 2001, pt 4.
(８) A v Home Secretary [2004] UKHL 56, [2005] 2 AC 68 ; A v United Kingdom [2009] ECHR













新たな拘束は, ｢コントロール・オーダー｣ と呼ばれ, 自宅軟禁の形で実施さ
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(９) Prevention of Terrorism Act 2005, s 16(2).
(10) Ibid, ss 112. 解説については, K D Ewing and J-C Tham, ‘The Continuing Futility of the
Human Rights Act’ [2008] Public Law 668, and L Zedner, ‘Preventive Justice or Pre-
punishment? The Case of Control Orders’ (2007) 60 Current Legal Problems 174を参考の
こと｡
(11) See Ewing and Tham, above.
(12) Home Secretary v JJ [2007] UKHL 45, [2008] AC 385 ; Secretary of State for the Home







認めなかった] ２つ目の判決 (実際のところ, 明らかに厚かましくも猛々しい)










がなされた｡ [通行人を] 停止および捜索する権限, (令状なしの) 逮捕, (令
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(13) 詳細な解説は, K D Ewing, Bonfire of the Liberties (2010) を参照のこと｡
連立政権である｡ 2010年に連立政権が成立する以前に２人の党首によって交わ
された合意において, 治安に過敏であった労働党政権の自由制限的ないくつか
の政策についての ｢巻き戻し｣ が提示された｡ 連立合意によれば,
われわれは自由を強く擁護する｡ イギリスは, 権威主義的になりすぎてお







破棄, CCTVカメラの改善された規制, そして警察の DNAデータベースに関









ていた｡ 連立合意は, これらの溝を, ヨーロッパ人権条約の下での [人権] 保
障義務全てに依拠し, これらの権利がイギリス法上の権利であり続けることを
保証するイギリス権利章典の創出について調査するための委員会の設立を政府
に認めることで, 埋めようとした｡ さらに政府は, これらの権利についてのよ
り良い理解を普及することに同意した｡ これらの事柄について調査するための











206(1073) 法と政治 63巻 4号 (2013年 1月)
(14) The Coalition, Our Programme for Government (Cabinet Office, 2010), p 11,
http : //www.cabinetoffice.gov.uk / sites /default / files / resources / coalition_programme_for_gov-
ernment.pdf [accessed 20 September 2012] で入手可能｡
(15) Ibid.
(16) 内容については, H Fenwick, ‘Replacing the Human Rights Act with a British Bill of
Rights : creating greater Parliamentary autonomy on human rights matters’, in Kang-Riou,





議の的となっている｡ それが, Abu Qatada判決であり, 彼はイスラム過激派
の聖職者で, イギリス政府はヨルダンに退去強制に処したいと考えた｡ しかし





























首相はこの判決について ｢気分が悪い｣ ならびに ｢胸がむかむかする｣ と述べ
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(17) 委員会の業績や諮問書については, http : //www.justice.gov.uk / about / cbr [accessed 20
September 2012] を参照のこと｡
(18) [2009] UKHL 10, [2010] 2 AC 10.
(19) Othman (Abu Qatada) v United Kingdom [2012] ECHR 56, (2012) 55 EHRR 1.
(20) Representation of the People Act 1983, s 3.
(21) Hirst v United Kingdom (No 2) [2005] ECHR 681, (2006) 42 EHHR 41.
た
(22)xiii







好都合なのは, 国内裁判所がストラスブールの裁判所に比べて, 一般的に, 遙























(22) Daily Telegraph, 24 May 2012. [Tom Whitehead, ‘Cameron Vows to Defy Europe on
Prisoner Voting’ The Telegraph (London, 24 May 2012)
<http : //www.telegraph.co.uk /news /politics /9285408 /Cameron-vows-to-defy-Europe-on-
prisoner-voting.html> accessed 20 September 2012.]
(23) 保守党の関心については The Guardian, 25 January 2012 を参照のこと｡ [Nicholas
Watt, ‘David Cameron Calls for Reform of European Court of Human Rights’ The Guardian
(London, 25 January 2012)
<http : //www.guardian.co.uk / law /2012 / jan /25 /david-cameron-reform-european-court>
accessed 20 September 2012.] 2012年４月, ヨーロッパ人権裁判所のブライトン宣言の将
来に関する高レベル協議会で採用された提案があった｡ See
http: //www.coe.int / en /20120419-brighton-declaration / [accessed 20 September 2012]





















の結果として, 結局は必要なものであった (例えば, DNAデータベース, 警
察の停止・捜索権限
(29)







を仮定して, 再導入されている｡ 他の権限についていえば, (調査のような)
廃止されることなく裁判所の許可という形で付随的な保護手段が定められた｡
偉大なる自由法案も所詮はその程度なのだ！
しかしながら, より重要なことは, 現政権も, 大変な論争の的となる提案を
最近行ったことで, 前政権とほとんど同じ傾向を引き続き有していることを明
らかにした｡ その提案とは, 治安機関が関係する場合の秘密裁判であり, 全て
翻
訳
(24) Protection of Freedoms Act 2012, ss 125.
(25) Ibid, ss 2936.
(26) Ibid, ss 3738, amending Regulation of Investigatory Powers Act 2000.
(27) Ibid, ss 5963.
(28) Ibid, ss 57, 58.
(29) S and Marper v United Kingdom [2008] ECHR 1581, (2009) 48 EHRR 50 ; Gillan and
Quinton v United Kingdom [2010] ECHR 28, (2010) 50 EHRR 45.



















主張する政府による驚くべき提案である｡ 一部の識者は, これらの提案を, 治
安および情報機関がこの国に住む全員の電子メールのやり取りとインターネッ
トの利用を監視するようになるという点で, ジョージ・オーウェル (George
Orwell) 的 [小説 『1984年
xv
















(30) Justice and Security Bill 2012, cl 6 (法案は, 2012年５月29日に貴族院に提出された｡).
(31) Ibid, cl 6(2).
(32) See The Guardian, 1 April 2012. [Robert Booth, ‘Government Plans Increased Email and
Social Network Surveillance’ The Guardian (London, 1 April 2012)
<http : //www.guardian.co.uk /world /2012 / apr /01 /government-email-social-network-
surveillance> accessed 20 September 2012.]
(33) BBC News, 3 April 2012. [‘Web and Email Monitoring Plans will not be Rammed Through,
Says Clegg’ BBC News (London, 3 April 2012)
<http : //www.bbc.co.uk /news /uk-politics-17595209> accessed 20 September 2012.]
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フェイスブックやスカイプにも適用されるであろう｡ 停止・捜査の権限が保た
れているだけではなく, コントロール・オーダーを廃止する際に, 政府は ｢軽

























(34) See Terrorism Prevention and Investigation Measures Act 2011.
(35) Ewing, Bonfire of the Liberties, above, ch 1.
i 1998年人権法については, 江島晶子 『人権保障の新局面―ヨーロッパ人権条約とイギリ
ス憲法の共生』 (日本評論社, 2002年) 223頁以下参照｡
ii ヨーロッパ人権条約の訳出に際しては, 奥脇直也・小寺彰編 『国際条約集 2012年版』
(有斐閣, 2012年) 361頁以下に依拠した｡
iii なお, 本法への邦語関連文献として, 田中嘉彦 ｢英国―在テロ対策緊急立法―2001年対
テロリズム, 犯罪及び治安法｣ ジュリスト第1220号 (2002年) 66頁をあげておく｡
iv 2001年対テロリズム，犯罪および治安法 (Anti-terrorism, Crime and Security Act 2001)












認めているが, これは合理的期間に限られていた｡ そこでイギリスは, ヨーロッパ人権条
約第15条に基づき, テロの脅威により公共の緊急事態にあることを理由として, 第５条１
項からの免脱を宣言していた｡ Human Rights Act 1998 (Designated Derogation) Order
2001, SI 2001 /3544.
v 事件の概要については, 江島晶子 ｢テロリズムと人権―多層的人権保障メカニズムの必
要性と可能性｣ 社會科學研究第59巻第１号 (2007年) 48頁以下および岩切大地 ｢イギリス
貴族院のＡ判決に関する一考察｣ 総合政策論集第６巻第１号 (2007年) 169頁以下を参照
のこと｡ なお, 下級審判決については, K D Ewing, ‘The Futility of the Human Rights Act’
[2004] Public Law 829を参照のこと｡
vi ‘Eight Terror Detainees Released’ BBC News (London, 11 March 2005)
<http : // news.bbc.co.uk /2 /hi /uk_news /4338849.stm> accessed 20 September 2012.
vii 2005年テロリズム防止法 (Prevention of Terrorism Act 2005) については, 江島 晶子
｢国際人権条約を介した議会と裁判所の新たな関係―2005年テロリズム防止法とヨーロッ
パ人権条約｣ 法律論叢 (明治大学) 第79巻４号・５号 (2007年) 69頁以下および岡久慶
｢2005年英国テロリズム防止法｣ 外国の立法第226号 (2005年) 44頁以下が詳しい｡ 本法は,
2001年対テロリズム, 犯罪および治安法を強化するものであったが, 2006年テロリズム法
(Terrorism Act 2006) により, さらに強化されている｡ 岡久慶 ｢英国2006年テロリズム法
― 『邪悪な思想』 との闘い｣ 外国の立法第228号 (2006年) 82頁以下を参照のこと｡
viii JJ判決および MB判決の詳細については, 江島晶子 ｢安全と自由の議論における裁判
所の役割―ヨーロッパ人権条約・2005年テロリズム防止法 (イギリス)・コントロール・
オーダー｣ 法律論叢 (明治大学) 第81巻第２・３号 (2009年) 69頁以下を参照のこと｡






<http : //www.supremecourt.gov.uk / about /biographies-of-the-justices.html> accessed 20
September 2012.
x ｢ケトリング｣ とは, 大規模デモにおいて警察が参加者を囲い込み封鎖する手法｡ 同手法
は数時間にわたって行われ, 特別な許可書がないと封鎖箇所を出入りすることができない
ため, 人身の自由侵害を保障するヨーロッパ人権条約第５条１項との間に問題が生じる｡
Austin and Others判決でヨーロッパ人権裁判所は, 問題とされているデモへの統制手段
の ｢種類｣ および ｢実施方法｣ を検討した上で, 本件については深刻な負傷や被害といっ
た真のリスクを避けるためにはケトリングの他に手段がなく, 最小限の介入かつ最大限の
効果をもたらすものであったとして, 第５条１項違反を認めなかった｡ Austin and Others v
the United Kingdom (2012) 55 EHRR 14.
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xi イギリス政府はヨルダン政府との間にヨルダンでの公正な裁判を保障するとした覚書を
作成し, アブ・カタダをヨルダンに送還しようとしていた｡ ヨーロッパ人権裁判所は, 当
該覚書により虐待のおそれは取り除かれるとして, ヨーロッパ人権条約第３条侵害を認め
なかった｡ しかし, 退去強制に処した場合, 第三者への拷問により入手された証拠に基づ
く再審が行われるおそれがあるとして第６条違反となりうると認めた｡
xii アブ・カタダは2012年２月, さまざまな制約付きでいったん解放された｡ ‘Abu Qatada
Released under Strict Bail Conditions’ The Telegraph (London, 13 February 2012)
<http : //www.telegraph.co.uk /news /uknews / law-and-order /9080137 /Abu-Qatada-released-




また, ６月には, 高等法院が勾留からの解放の訴えを退けている｡ 10月には送還が可否に
関する審理が高等法院で開かれる予定である｡ Tom Whitehead, ‘Abu Qatada Loses Latest
Bid for Freedom’ The Telegraph (London, 31 July 2012)
<http : //www.telegraph.co.uk /news /uknews / immigration /9441261 /Abu-Qatada-loses-latest-
bid-for-freedom.html> accessed 20 September 2012.
xiii Hirst (No 2) 判決後, Greens and M T判決でヨーロッパ人権裁判所は, 1983年国民代
表法 (Representation of the People Act 1983) 改正が遅延していることを指摘し, イギリ
ス政府に対し2011年10月11日までに同法の改正を求めた｡ Greens and M T v The United
Kingdom (2011) 53 EHRR 21. この期限は, Scoppola判決 (Scopploa v Italy (No 3) (2012)
ECHR 868) を受け, ６カ月間延長されることになった｡ HD Deb 6 September 2011, vol
532, col 14 WS. イギリス国内では, Smith v Scott判決で1983年国民代表法第３条１項に
対し条約不適合宣言がなされ, (Smith v KD Scott Electoral Registration Officer [2007] ScotCS
CSIH_9, [2007] CSIH 9), 傍論ではあるが, R (Chester) 判決で政府に迅速な法改正が求
められていた (Chester v Secretary of State for Justice & Anor [2010] EWCA Civ 1439, [2011]
WLR 1436)｡ しかし, 受刑者への投票権付与には反対意見も多く, 2011年には庶民院で
受刑者への投票権付与に反対する決議が採択され, 2012年にはデービッド・キャメロン
(David Cameron) が法改正を拒否し, 改めてヨーロッパ人権裁判所で争う姿勢を見せて
いた｡ ‘Votes for Prisoners : Cameron Says UK will Fight European Court’ The BBC (London,
24 May 2012)
<http : //www.bbc.co.uk /news /uk-politics-18177776> accessed 20 September 2012. なお,
Hirst (No 2) 判決後およびその後の動向に関する詳細は, 河合正雄 ｢受刑者の選挙権保障
―2000年代のイギリスの動向を題材として｣ 早稲田法学会雑誌第62巻第２号 (2012年) 45
頁以下を参照のこと｡
xiv 関連する文献として江島 晶子 ｢現代社会における 『公共の福祉』 論と人権の再生力―
Gillan事件ヨーロッパ人権裁判所判決 (警察による停止・捜索) と自由保護法案―｣ 明治
大学法科大学院論集第10号 (2012年) 77頁以下をあげておく｡
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